
　　　　年　　月　　日

第　　　　　子

□離婚調停中 ※事件係属証明書等の提出が必要

□ひとり親世帯（児童扶養手当の認定：□無  □有）

保育を必要
とする事由

前年度住民税 課税　・　非課税 今年度住民税 課税　・　非課税

□就労 □就学（卒業・修了予定　　　年　　月　　日） □疾病･障がい □介護等 □求職活動

□妊娠･出産（出産予定日 　　　年　　月　　日）□育児休業中の継続通所 □その他(　　　　　)

別居の
場合の
住所

〒　　　　　－

申
請
者

ふりがな

保護者
氏名

ふりがな

保護者
氏名

続柄

年　　月　　日

生年月日 連絡先

 　－　  　　－

続柄 生年月日 連絡先

③申請者以外の保護者の情報

前年度住民税 課税　・　非課税 今年度住民税

年　　月　　日  　－　  　　－

第３子以降を養育する多子世帯利用給付認定申請書兼現況届出書（令和8年度）

（宛先）筑紫野市長 申請年月日: 　　 　年　　　月　　日

住所 筑紫野市〒　　　　　－

②申請者の情報（筑紫野市居住の保護者）

所在地：

名称：

所在地：

在籍する施設

課税　・　非課税

保育を必要
とする事由

□就労 □就学（卒業・修了予定　　　年　　月　　日） □疾病･障がい □介護等 □求職活動

□妊娠･出産（出産予定日 　　　年　　月　　日）□育児休業中の継続通所 □その他(　　　　　)

ふりがな 生年月日

児童氏名

在籍する施設ふりがな

児童氏名

生年月日

　　　　年　　月　　日 名称：

様式第1号（第5条、第9条関係）

第　　　　　子

①対象とする児童の情報（第3子以降で届出保育施設等に在籍する児童）

□単身赴任中

　・　　・

　・　　・

同居
別居

同居
別居

同居
別居

別居の場合の住所

④上記(対象児童本人、保護者)以外の同一住所に住んでいる人全員（別世帯を含む。）

父又は母が同居して
いない場合のみ記入

　および生計を同一としている別居の家族を記入

※認定有の場合は児童扶養手当認定通知書又は証書の写しが必要

　・　　・
同居
別居

⑤対象児童が企業主導型保育施設に通い、保護者が以下に該当する場合は、下記の書類を提出してください。

　※住民税が課税されている保護者1人のもののみで可。

□      年1月1日時点の住民票が筑紫野市外

住民税の課税証明書、納税通知書または特別徴収税額の決定・変更通知書
　□4月から8月までの保育料の助成を受ける

　□9月から3月までの保育料の助成を受ける

氏　　　名
対象児童
との続柄

生年月日

　・　　・
同居
別居

　・　　・
同居
別居

都道

府県

【第3子以降を養育する多子世帯利用給付認定の申請にあたって】

私（申請者）は、以下の項目に同意した上で、給付認定の申請について関係書類を添えて申し込みます。

・申請者（保護者）と対象児童が、筑紫野市内に居住していることを住民基本台帳等で確認すること。

・対象児童が、筑紫野市届出保育施設等第3子以降保育料助成事業実施要綱第2条第3号に規定する者であるか確認すること。

・地方税法等に係る諸帳簿、台帳を確認されること。

・申請内容が事実と相違する場合や必要書類を提出しない場合は、本申請書が無効とされ、給付認定の対象外となること。

市区

町村


